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地域防災力の向上で元気なまちづくり

龍ケ崎市の地方創生に向けた取り組み

龍
ケ
崎
市
政
策
情
報
誌

未来へ未来へ
あ す

Ｐ２～Ｐ５

Ｐ６～Ｐ８

Ｐ 10

９月１日
「龍ケ崎市まちづくり基本条例」が施行します

龍
ケ
崎
市
政
策
情
報
誌

佐貫駅と周辺地域を起点とした

　　　　　　　活性化策を検討中！

～子どもたちの「みらい」へ～
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龍ケ崎市の地方創生に向けた取り組み

　

現
在
、
急
速
に
進
行
し
て
い
る
少
子
高

齢
化
や
人
口
減
少
は
、
わ
が
国
の
将
来
を

左
右
す
る
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
０
０
８
年
の
１
億
２
８
０
８
万
人
を

ピ
ー
ク
に
人
口
は
減
少
に
転
じ
、
２
０
６
０

年
に
は
９
０
０
０
万
人
を
下
回
る
と
推
計

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

国
は
、
急
速
な
少
子
高
齢
化
の
進
行
に

的
確
に
対
応
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力

あ
る
日
本
社
会
を
維
持
し
て
い
く
た
め
、

今
後
目
指
す
べ
き
将
来
の
方
向
を
提
示
す

る
「
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」
と
、
こ
れ
を
実
現

す
る
た
め
、
今
後
５
カ
年
の
目
標
、
施
策

や
基
本
的
な
方
向
を
提
示
す
る
「
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
を
平
成

26
年
12
月
に
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

　

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
は
、
人
口

減
少
克
服
と
地
方
創
生
を
合
わ
せ
て
行
う

こ
と
に
よ
り
、
将
来
に
わ
た
っ
て
活
力
あ

る
日
本
社
会
を
維
持
す
る
こ
と
を
目
指
す

も
の
で
す
。
全
て
の
地
方
自
治
体
が
取
り

組
む
べ
き
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

本
市
の
人
口
は
、
昭
和
50
年
代
後
半
か

ら
の
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
開
発
な
ど
に
よ
り
増

加
傾
向
に
あ
り
、
１
９
９
５
（
平
成
７
）

年
の
国
勢
調
査
で
は
人
口
増
加
率
が
全
国

第
２
位
を
記
録
す
る
な
ど
順
調
に
推
移
し

て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
２
０
１
０
（
平

成
22
）
年
の
８
万
３
３
４
人
（
国
勢
調
査
）

を
ピ
ー
ク
に
人
口
は
減
少
に
転
じ
て
い
ま

す
。
こ
の
ま
ま
有
効
な
対
策
を
講
じ
な
け

れ
ば
、
２
０
４
０
（
平
成
52
）
年
に
は
約

７
万
人
を
下
回
り
、
２
０
６
０
（
平
成
72
）

年
に
は
、
現
在
の
人
口
か
ら
３
割
以
上
も

減
少
し
て
５
万
人
台
と
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
し
か
も
、
年
少
人
口
と
生
産
年
齢
人

口
が
減
少
す
る
一
方
で
、
高
齢
人
口
は
増

加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
、
人

口
の
減
少
や
人
口
構
造
の
変
化
は
、
ま
ち

の
活
力
の
低
下
や
地
域
経
済
の
衰
退
へ
と

■問い合わせ：企画課地域戦略グループ☎内線 361

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

　
　
　
　
　
　

創
生
の
要
請

急
速
に
減
少
す
る
人
口

◦自然増減：死亡数が出生数を上回る自然減の状況にあります。
◦社会増減：転出者数が転入者数を上回っています。特に 20 ～

30 歳代の若年層の転出超過が顕著となっています
◦方向性：人口ビジョンの中で、人口減少の抑制や人口構造の改

善を掲げる予定です

龍ケ崎市の
地方創生に向けた取り組み

９万人

８万人

７万人

６万人

５万人

４万人

３万人

２万人

１万人

０人
2010 年　　　 2020 年　　　 2030 年　　　 2040 年　　　 2050 年　　 2060 年

龍ケ崎市将来人口推計
（社人研準拠）

80,334

53,960

19,098

10,026

15,244

11,131

21,770

8,964

23,015

8,095

23,765

7,335

24,180

6,826

25,059

6,425

24,894

5,960

24,127

5,396

23,219

4,821

22,236

4,327

51,279 48,824 46,829 44,584
41,839

38,105
35,168 32,761

30,314 27,737

80,403 79,558 77,939 75,684
72,845

69,589
66,022

62,284
58,354

54,299

総人口 ０～ 14 歳

15 ～ 64 歳 65 歳以上

2010 年　80,334 人

－ 26,035 人
2060 年　54,299 人
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つ
な
が
る
可
能
性
が
あ
り
、
税
収
の
落
ち

込
み
な
ど
か
ら
公
共
サ
ー
ビ
ス
・
事
業
な

ど
へ
の
悪
影
響
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
本
市
で
は
、「
龍
ケ
崎
市
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
推
進
本
部
」
を
本
年
２

月
に
設
置
し
、
今
後
ど
の
よ
う
な
対
策
を
講

じ
る
べ
き
か
検
討
を
始
め
て
い
ま
す
。
さ
ら

に
、
産
業
界
や
金
融
界
・
教
育
機
関
・
労
働

団
体
・
市
民
団
体
な
ど
で
構
成
す
る
「
龍
ケ

崎
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
有
識
者
会

議
」に
お
い
て
広
く
意
見
を
伺
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
先
月
に
は
市
民
ア
ン
ケ
ー
ト

（
４
０
０
０
人
抽
出
）
を
行
い
ま
し
た
。
今

後
は
、
意
見
交
換
会
や
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
な
ど
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
意
見
を

い
た
だ
き
、
平
成
27
年
中
の
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
お
よ
び
総
合
戦
略
の
策
定
を
目
指
し
て

作
業
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

人
口
ビ
ジ
ョ
ン
は
、
本
市
の
人
口
の
現

状
と
将
来
の
姿
を
示
し
、
人
口
問
題
に
対

す
る
基
本
的
認
識
の
共
有
を
図
る
と
と
も

に
、
取
り
組
む
べ
き
方
向
性
と
将
来
の
姿

を
展
望
し
ま
す
。
出
生
率
の
向
上
な
ど
人

口
構
造
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
含
む
こ
と
か

ら
、
２
０
６
０
（
平
成
72
）
年
ま
で
の
長

期
的
な
計
画
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

「
総
合
戦
略
」

　

総
合
戦
略
は
、
本
市
の
ビ
ジ
ョ
ン
達
成

に
向
け
て
国
・
県
の
総
合
戦
略
な
ど
を
勘

案
し
な
が
ら
、
課
題
解
決
に
向
け
て
、
本

市
の
実
情
に
即
し
た
基
本
目
標
や
施
策
、

事
業
を
示
し
て
い
き
ま
す
。
２
０
１
５
（
平

成
27
）
年
か
ら
向
こ
う
５
カ
年
の
計
画
期

間
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

「
先
行
的
取
り
組
み
に
着
手
」

　

私
た
ち
は
、
少
子
高
齢
化
と
い
う
人
口

構
造
の
変
化
と
人
口
減
少
の
同
時
進
行
と

い
う
、
こ
れ
ま
で
に
経
験
し
た
こ
と
が
な

い
時
代
を
迎
え
て
お
り
、
こ
れ
に
的
確
に

対
応
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
構
造
的
な
課
題
を
克
服
し

改
善
す
る
た
め
に
は
長
い
期
間
を
要
す
る

こ
と
か
ら
、
で
き
る
だ
け
早
期
に
対
策
を

講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
本
市
で
は
、
ま
ち
づ
く
り
の

最
上
位
計
画
で
あ
る
「
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎

戦
略
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
展
開
し
て
い
る

施
策
に
加
え
、
地
方
創
生
の
実
現
に
向
け

た
施
策
の
一
部
に
つ
い
て
平
成
27
年
度
当

初
予
算
に
計
上
し
、
す
で
に
先
行
的
な
取

り
組
み
を
始
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
施

策
の
連
携
に
よ
る
相
乗
効
果
の
早
期
の
発

現
を
目
指
す
も
の
で
す
。

持
続
可
能
な
地
域
を
目
指
し

　
　

２
月
か
ら
検
討
を
開
始

人
口
問
題
の
現
状
認
識
と
将
来

像
の
共
有
「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」

向
こ
う
５
カ
年
の
施
策
を
提
示

早
期
の
対
策
が
肝
要

参考

国が目指す地方創生
◦ 2008 年に始まった人口減少は、今後加速度的

に進む。
◦人口減少による消費・経済力の低下は、日本の

経済社会に対して大きな重荷となる。
◦国民の希望を実現し、人口減少に歯止めをかけ、

2060 年に１億人程度の人口を確保する。
◦まち・ひと・しごと創生は、人口減少克服と地

方創生をあわせて行うことにより、将来にわたっ
て活力ある日本社会を維持することを目指す。

　国の総合戦略では、３つのポイントを示してい
ます。
❶東京への一極集中の是正
❷若い世代の就労、結婚、子育ての希望の実現
❸地域の特性に即した地域課題の解決

　国では、これらを達成するため、４つの基本目
標を掲げています。

基本目標
◆地方における安定した雇用を創出する
◆地方への新しいひとの流れをつくる
◆若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守

るとともに、地域と地域を連携する

「騎馬戦型」
65 歳以上１人に対して

20 ～ 64 歳は 2.4 人

「肩車型」
65 歳以上１人に対して

20 ～ 64 歳は 1.2 人（推計）

「胴上げ型」
65 歳以上１人に対して

20 ～ 64 歳は 9.1 人

〔出所〕総務省「国勢調査」「人口推計」、社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」
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地
方
創
生
の
先
行
的
な
取
り
組
み
の
視

点
は
、
大
き
く
３
つ
に
な
り
ま
す
。

₁
定
住
促
進
と
交
流
人
口
の
増
加

　

東
京
一
極
集
中
の
是
正
〜
選
ば
れ
る
ま
ち
〜

　

若
者
・
子
育
て
世
代
な
ど
の
定
住
促
進

や
交
流
人
口
の
増
加
を
図
る
た
め
、
主
要

な
交
通
結
節
点
で
あ
る
佐
貫
駅
周
辺
地
域

の
活
用
に
向
け
た
事
業
や
総
合
運
動
公
園

の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業
な
ど
、
賑
わ
い
の

創
出
に
効
果
が
期
待
さ
れ
る
事
業
を
進
め

て
い
ま
す
。

₂
子
育
て
環
境
日
本
一
に
向
け
た
教
育
・

子
育
て
環
境
の
充
実

　

若
い
世
代
の
希
望
の
実
現
〜
少
子
化
対
策
〜

　

子
育
て
世
代
が
、
安
心
し
て
子
ど
も
を

産
み
育
て
ら
れ
る
よ
う
、
子
育
て
や
教
育

環
境
の
充
実
を
進
め
て
い
ま
す
。

₃
他
市
に
誇
れ
る
安
心
・
安
全
な
生
活
環

境
づ
く
り　

〜
安
心
な
く
ら
し
〜

　

市
民
が
安
心
・
安
全
に
生
活
で
き
る
環

境
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
防
災
力
の

向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。

佐
貫
駅
周
辺
地
域
の
整
備

■
佐
貫
駅
周
辺
地
域
整
備
基
本
構
想
︵
グ

ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
︶
策
定
に
着
手

　

平
成
27
年
８
月
〜
28
年
７
月

　

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
的
考
え
方
や
方
向

性
を
整
理
し
、
東
京
圏
の
幹
線
鉄
道
で
あ

る
常
磐
線
佐
貫
駅
周
辺
地
域
の
立
地
性
を

生
か
し
た
定
住
促
進
や
牛
久
沼
を
交
流
空

間
と
し
て
活
用
す
る
な
ど
、
地
域
の
特
性

や
期
待
さ
れ
る
役
割
・
機
能
を
踏
ま
え
た

将
来
像
や
目
標
を
設
定
し
た
う
え
で
、
グ

ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
お
よ
び
実
現
方
策
な
ど

を
検
討
し
ま
す
。

定
住
促
進
、
雇
用
機
会
な
ど
の
賑
わ
い
づ

く
り
の
た
め
の
基
盤
整
備

◦
ゾ
ー
ニ
ン
グ
お
よ
び
整
備
方
針
の
検
討

◦
事
業
手
法
、
想
定
概
算
費
用
、
成
功
事

例
お
よ
び
課
題
整
理

◦
事
業
の
実
現
性
を
重
視
し
、
短
期
・
中
期
・

長
期
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
整
理

■
佐
貫
駅
東
口
ロ
ー
タ
リ
ー
改
修

　

平
成
27
年
度
交
通
調
査
・
解
析

◦
渋
滞
緩
和
と
安
全
性
向
上

◦
駅
前
広
場
の
整
備
な
ど

■
都
市
計
画
道
路
佐
貫
三
号
線
延
伸

　

平
成
27
年
度
基
本
設
計

◦
牛
久
市
方
面
と
の
ア
ク
セ
ス
向
上

◦
佐
貫
四
丁
目
か
ら
県
道
八
代
庄
兵
衛
新

田
線
を
直
結

■
駅
前
こ
ど
も
送
迎
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

　

駅
前
の
保
育
施
設
か
ら
各
保
育
施
設
へ

送
迎

　

平
成
27
年
度
施
設
整
備

　

平
成
28
年
度
開
設
目
標

◦
子
育
て
と
仕
事
の
両
立

◦
保
育
所
の
偏
在
を
調
整

■
常
磐
線
佐
貫
駅
の
駅
名
改
称

　

認
知
度
向
上
、
選
ば
れ
る
ま
ち
（
定
住

促
進
）
へ
向
け
た
知
名
度
ア
ッ
プ

　

平
成
29
年
４
月
１
日
目
標

■
佐
貫
排
水
雨
水
貯
留
施
設
設
置

◦
平
成
27
年
度
実
施
設
計

◦
平
成
28
年
度
整
備　

貯
留
量
約
８
４
０
ト
ン

◦
浸
水
被
害
を
防
止
す
る
た
め
、
雨
水
を
貯
留

し
て
排
水
量
を
調
整

賑
わ
い
づ
く
り

■
新
都
市
拠
点
開
発
エ
リ
ア
︵
竜
个
崎
駅

北
地
区
︶
の
事
業
化
調
査

　

平
成
27
年
度
事
業
化
調
査

■
道
の
駅
整
備
基
本
構
想
策
定

　

平
成
27
年
度
基
本
構
想
策
定

◦
牛
久
沼
の
自
然
・
景
観
を
生
か
し
た
安

ら
ぎ
と
賑
わ
い
の
場

◦
平
成
31
年
前
半
オ
ー
プ
ン
を
目
標

地
方
創
生
に
向
け
た

　

主
な
先
行
的
な
取
り
組
み

　
　
　
　
　
　
︵
平
成
27
年
度
～
︶

先
行
的
取
り
組
み
の
視
点

情報の
発信

賑わい
の場

安らぎ
の場

◦牛久沼などの自然を活かし、
家族が心安らげる場

◦風を感じながら心いやせる場
◦富士山や筑波山を活かした名

所づくりを目指せる場

◦生産者と購入
者の交流の場

◦生産者同士の
交流の場

◦新たな商品展
開創出の場

◦本市の認知度・
イメージアップ

◦住まいの優位性
発信の場

◦本市の魅力再発
見の場

４年後の

茨城国体前に

オープン！

JR 佐貫駅

周辺地域を起点に

活性化！

市内全体へ波及効果を!!
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交
流
人
口
の
増
加

■
総
合
運
動
公
園
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業

　

平
成
27
年
度
バ
ッ
ク
ス
タ
ン
ド
整
備

◦
ス
ポ
ー
ツ
健
康
都
市
と
し
て
環
境
整
備
・

市
民
に
広
く
活
用

◦
ス
ポ
ー
ツ
合
宿
な
ど
に
よ
る
交
流
人
口

の
増
加

◦
照
明
設
備
な
ど
の
整
備
（
平
成
28
年
度

以
降
）

教
育
・
子
育
て
環
境
の
充
実

■
子
育
て
支
援
の
充
実

　

平
成
27
年
４
月
子
育
て
支
援
コ
ン
シ
ェ
ル

ジ
ュ
配
置

◦
保
育
待
機
児
童
ゼ
ロ
の
継
続

◦
学
童
保
育
（
小
学
６
年
生
ま
で
）
待
機

児
童
ゼ
ロ
の
継
続

◦
移
動
式
赤
ち
ゃ
ん
の
駅
の
整
備

◦
駅
前
こ
ど
も
送
迎
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整

備
な
ど

■
教
育
支
援
の
充
実

◦
学
力
の
向
上
（
市
独
自
の
少
人
数
措
置

な
ど
）

◦
英
語
指
導
助
手
（
Ａ
Ｅ
Ｔ
）
の
充
実

◦
長
山
小
学
校
・
久
保
台
小
学
校
保
育
ル
ー

ム
空
調
機
増
設
工
事

安
心
・
安
全
な
生
活
環
境
づ
く
り

■
Ｌ
Ｅ
Ｄ 

防
犯
灯
設
置
工
事
︵
全
地
区
約

７
０
０
０
基
︶

◦
交
差
点
や
公
園
へ
の
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置

■
小
型
動
力
ポ
ン
プ
付
水
槽
車
の
配
備
・

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
の
更
新

◦
乳
幼
児
お
よ
び
ア
レ
ル
ギ
ー
対
応
備
蓄

品
の
充
実
な
ど

　

人
口
減
少
に
伴
う
悪
影
響
は
、
私
た
ち

の
日
常
生
活
に
お
い
て
は
実
感
し
づ
ら
い

こ
と
か
ら
「
静
か
な
る
危
機
」
と
呼
ば
れ

て
い
ま
す
。
と
こ
ろ
が
実
際
は
、
人
口
は

急
速
に
減
少
す
る
一
方
で
、
人
口
を
増
加

さ
せ
る
た
め
に
は
、
有
効
な
対
策
を
講
じ

て
も
数
十
年
も
の
歳
月
を
必
要
と
し
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
経
済
規
模
の
縮
小
や
生
活

水
準
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、

地
域
の
持
続
性
に
も
危
険
信
号
が
と
も
る

こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

そ
う
な
ら
な
い
た
め
に
、
本
市
で
は
、

本
誌
で
紹
介
し
た
よ
う
な
先
行
的
な
取
り

組
み
に
加
え
、
本
年
中
に
策
定
す
る
「
龍

ケ
崎
市
版
総
合
戦
略
」
に
よ
る
施
策
な
ど

を
順
次
実
行
し
て
い
き
ま
す
。
そ
の
際
、

人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
、
持
続
可
能

な
地
域
の
基
盤
構
築
に
つ
な
が
る
効
果
が

発
現
す
る
よ
う
関
連
す
る
取
り
組
み
を
一

体
化
（
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
）
し
て
推
進

し
ま
す
。

　

地
方
創
生
は
、
行
政
の
取
り
組
み
だ
け

で
は
実
現
で
き
ま
せ
ん
。
市
民
の
皆
さ
ん

や
民
間
企
業
、
金
融
機
関
な
ど
、
地
域
全

体
が
現
状
や
課
題
に
つ
い
て
共
通
の
認
識

を
持
ち
、
そ
の
課
題
の
解
決
に
向
け
て
連

携
・
協
力
し
た
取
り
組
み
を
継
続
す
る
こ

と
に
よ
り
達
成
さ
れ
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

都
市
機
能
を
高
め
つ
つ
、
豊
か
な
自
然
環

境
を
生
か
し
、
安
全
で
安
心
な
暮
ら
し
を

守
り
、
活
力
あ
る
「
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎
」

を
次
の
世
代
に
引
き
継
い
で
い
く
た
め
、

地
方
創
生
の
取
り
組
み
を
推
進
し
ま
す
の

で
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

地
方
創
生
は

連
携
・
協
力
し
た
取
り
組
み
の

継
続
に
よ
り
達
成
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阪
神
・
淡
路
大
震
災
時
の
神
戸
市
で
は
、
救
助
さ
れ
た
人
の
う
ち
９
割
以
上
は
自
力
ま
た

は
市
民
に
よ
る
救
助
、
い
わ
ゆ
る
自
助
・
共
助
に
よ
る
救
助
で
し
た
。

　

大
地
震
が
発
生
し
、
広
域
に
被
災
す
る
と
、
通
信
機
能
の
不
全
、
消
防
・
救
助
・
救
急
・

医
療
分
野
や
応
急
対
策
に
携
わ
る
自
治
体
職
員
な
ど
の
圧
倒
的
な
資
源
不
足
に
直
面
す
る
ほ

か
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
損
壊
と
交
通
渋
滞
の
発
生
な
ど
に
よ
り
、
行
政
に
よ
る
救
助
・
支
援

活
動
（
公
助
）
に
限
界
が
生
じ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

大
災
害
の
教
訓
と
し
て
、
地
域
住
民
の
生
命
身
体
・
財
産
を
守
り
、
被
害
を
最
小
限
に
と

ど
め
る
た
め
に
は
、
自
助
・
共
助
の
重
要
性
を
理
解
し
、
自
助
・
共
助
・
公
助
の
力
を
最
大

限
に
結
集
し
、
日
頃
か
ら
の
地
域
防
災
力
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と

が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。今
回
は
、大
地
震
発
生
時
の
地
域
防
災
力
の
向
上
に
焦
点
を
あ
て
、

市
の
地
域
防
災
力
向
上
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

　

平
成
25
年
12
月
に
成
立
し
た
「
消
防
団

を
中
核
と
し
た
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化

に
関
す
る
法
律
」
の
第
２
条
で
は
、「
地
域

防
災
力
と
は
、
住
民
一
人
一
人
が
自
ら
行

う
防
災
活
動
（
自
助
）、
自
主
防
災
組
織
、

消
防
団
、
水
防
団
そ
の
他
の
地
域
に
お
け

る
多
様
な
主
体
が
行
う
防
災
活
動
（
共
助
）

並
び
に
地
方
公
共
団
体
、
国
及
び
そ
の
他

の
公
共
機
関
が
行
う
防
災
活
動
（
公
助
）

の
適
切
な
役
割
分
担
及
び
相
互
の
連
携
協

力
に
よ
っ
て
確
保
さ
れ
る
地
域
に
お
け
る

総
合
的
な
防
災
の
体
制
及
び
そ
の
能
力
を

い
う
」と
し
て
い
ま
す
。
地
域
防
災
力
と
は
、

た
だ
単
に
「
住
民
に
よ
る
主
体
的
な
取
り

組
み
」
だ
け
で
な
く
、「
公
的
機
関
に
よ
る

取
り
組
み
」
や
「
相
互
の
連
携
協
力
」
に

よ
る
「
地
域
に
よ
る
総
合
的
な
防
災
体
制

及
び
そ
の
能
力
」（
図
１
）
と
し
て
い
ま
す
。

　
「
地
域
防
災
力
」
と
い
う
言
葉
を
聞
く
と
、

単
に
地
域
住
民
の
力
と
い
う
印
象
を
持
ち

ま
す
が
、
そ
う
で
は
な
く
「
地
域
の
総
合

的
な
防
災
力
」
の
こ
と
な
の
で
す
。

地
域
防
災
力
の
重
要
性
に
つ
い
て

　

阪
神
・
淡
路
大
震
災
に
お
け
る
救
助
活

動
に
お
い
て
倒
壊
家
屋
か
ら
の
救
助
の
う

ち
、「
自
力
ま
た
は
家
族
で
」
と
回
答
し
た

方
が
66
・
８
％
、「
友
人
・
隣
人
」
と
回
答

し
た
方
が
28
・
１
％
、「
救
助
隊
に
」
と
回

答
し
た
方
は
わ
ず
か
１
・
７
％
で
し
た
。

　

ま
た
、
神
戸
市
内
で
消
火
活
動
の
有
無

が
判
明
し
た
現
場
94
件
中
、
住
民
に
よ
る

消
火
活
動
が
行
わ
れ
た
の
は
約
８
割
と

な
っ
て
い
ま
す
。
大
災
害
に
お
け
る
初
動

対
応
に
お
い
て
は
、
自
助
・
共
助
が
中
心

で
あ
り
、
そ
の
働
き
が
地
域
防
災
力
の
向

上
に
必
要
不
可
欠
で
す
。

　

人
命
救
助
に
は
、「
72
時
間
の
壁
」
が
存

在
し
、
そ
の
時
間
が
生
命
を
維
持
で
き
る

限
界
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
一
方
で
、

大
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
自
ら
も
被
災

し
た
公
的
機
関
の
活
動
が
開
始
さ
れ
る
時

間
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、

地
域
が
自
己
完
結
的
に
72
時
間
い
わ
ゆ
る

３
日
間
、
大
地
震
に
立
ち
向
か
え
る
地
区

の
防
災
拠
点
の
整
備
が
極
め
て
重
要
で
す
。

　

平
成
26
年
８
月
、
震
度
５
強
以
上
の
地
震

が
発
生
し
た
場
合
、自
動
解
錠
す
る
防
災
ボ
ッ

ク
ス
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
に
設
置
す

る
と
同
時
に
地
区
活
動
拠
点
制
度
を
立
ち
上

げ
ま
し
た
。
地
区
活
動
拠
点
は
、
地
区
と
市

が
Ｍ
Ｃ
Ａ
無
線
機
な
ど
で
結
ば
れ
、
知
恵
を

出
し
助
け
合
い
な
が
ら
災
害
に
立
ち
向
か
う

自
己
完
結
性
の
あ
る
拠
点
で
す
（
図
２
）。

地
域
防
災
力
と
は

地
域
防
災
力
向
上
の
取
り
組
み

図１　地域の防災力

地域防災力の向上で

　　元気なまちづくり

■問い合わせ：危機管理室危機管理政策グループ☎内線 348

自助 共助

公助

地域の
防災力

●大規模災害時（特に直後）は、「公助」に期待できない

◦道路の寸断などで地域が孤立

◦行政などの公的機関自らも被災

自 分 や 家 族
の 身 は 自 分
たちで守る

近 隣 住 民 や
地 域 の 人 た
ち が 互 い に
協 力 し、 助
け合う

国や都道府県、市区町村な
どの行政機関や公的機関
による対応
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地
区
活
動
拠
点
の
整
備
へ
の
取
り
組
み

　

地
区
活
動
拠
点
に
は
、
独
立
的
に
３
日

間
災
害
に
立
ち
向
か
う
拠
点
と
し
て
、
地

区
の
被
害
状
況
や
要
請
事
項
を
市
災
害
対

策
本
部
に
連
絡
で
き
る
Ｍ
Ｃ
Ａ
無
線
機
や
、

人
命
救
助
資
機
材
お
よ
び
３
日
間
程
度
の

避
難
所
生
活
に
必
要
な
飲
料
水
・
食
料
・

生
活
物
資
な
ど
を
備
蓄
す
る
防
災
コ
ン
テ

ナ
、
防
災
井
戸
な
ど
を
設
備
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
に

設
置
し
た
防
災
ボ
ッ
ク
ス
は
、
震
度
５
強

以
上
の
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
自
動
解

錠
し
、
速
や
か
に
地
区
活
動
拠
点
が
開
設

で
き
る
よ
う
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・

防
災
コ
ン
テ
ナ
・
小
中
学
校
体
育
館
な
ど

の
鍵
を
保
管
し
て
い
ま
す
（
図
３
）。

　

指
定
職
員
は
、
勤
務
時
間
以
外
に
お
い
て

市
内
で
震
度
５
強
以
上
の
地
震
を
観
測
し
た

場
合
は
、
自
己
の
安
全
お
よ
び
家
族
の
安
否

な
ど
を
確
認
後
、
お
お
む
ね
30
分
以
内
に
、

指
定
さ
れ
た
地
区
活
動
拠
点
ま
で
徒
歩
ま
た

は
自
転
車
な
ど
で
参
集
し
ま
す
。

　

参
集
後
、
地
区
の
自
主
防
災
組
織
の
皆

さ
ん
や
施
設
管
理
者
と
密
接
に
連
携
し
て

市
災
害
対
策
本
部
へ
地
区
の
被
災
状
況
の

報
告
や
地
区
か
ら
の
要
請
、
避
難
所
開
設

な
ど
の
初
動
対
応
を
速
や
か
に
行
い
ま
す
。

地
区
・
小
学
校
・
市
災
害
対
策
本
部

と
の
合
同
防
災
訓
練
へ
の
取
り
組
み

　

地
区
活
動
拠
点
の
物
的
資
源
の
整
備
や

指
定
職
員
な
ど
の
人
的
資
源
の
整
備
に
よ

り
、
地
区
の
皆
さ
ん
と
の
連
携
し
た
訓
練

を
行
い
実
行
性
の
向
上
を
図
っ
て
い
く
段

階
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
26
年
11
月
、
市
で
は
初
と
な
る
、

龍
ケ
崎
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協
議
会
・
龍

ケ
崎
小
学
校
・
龍
ケ
崎
市
災
害
対
策
本
部

の
合
同
防
災
訓
練
を
行
い
ま
し
た
。
今
後

は
、
地
区
単
位
の
合
同
防
災
訓
練
と
、
小

貝
川
市
民
運
動
公
園
で
行
う
市
民
防
災

フ
ェ
ア
総
合
防
災
訓
練
を
、
毎
年
交
互
に

実
施
す
る
予
定
で
す
。

　

合
同
防
災
訓
練
の
目
的
は
、
市
内
で
の

大
地
震
発
生
を
想
定
し
、
地
区
活
動
拠
点

を
中
心
と
し
て
、
地
区
お
よ
び
市
災
害
対

策
本
部
の
災
害
情
報
の
収
集
・
共
有
、
人

命
救
助
体
制
の
確
立
、
避
難
所
設
置
運
営

な
ど
の
連
携
強
化
に
よ
る
初
動
対
応
能
力

の
向
上
で
す
。
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

ア　

想
定

　

茨
城
県
南
部
を
震
源
と
す
る
震
度
６
弱

の
地
震
が
発
生
。
死
者
を
含
む
人
的
被
害

や
家
屋
倒
壊
、
火
災
が
発
生
す
る
と
と
も

に
通
信
・
交
通
イ
ン
フ
ラ
が
寸
断
。

イ　

各
組
織
な
ど
の
初
動
対
応

◦
住
民
は
、
身
の
安
全
を
確
保
、
地
区
集

合
場
所
（
集
会
場
、
公
園
な
ど
）
に
避
難
。

◦
各
自
主
防
災
組
織
（
住
民
自
治
組
織
）
は
、

初
期
消
火
や
人
命
救
助
活
動
を
行
う
と
と

も
に
地
区
集
合
場
所
で
安
否
確
認
、
指
定

避
難
所
や
福
祉
避
難
所
に
避
難
誘
導
。

図２　地区活動拠点のイメージ

図３　地区活動拠点防災設備

主要防災設備など（コミュニティセンターなどに設置）

地区活動拠点 地域自己完結型

その他
・Wi-Fi　フリースポット
・災害時優先電話

図４　想定と各組織などの初動対応

《１　大地震発災》
11 月 16 日（日）午前８時頃、防災行
政無線は、緊急地震情報を放送。茨城
県南部を震源とする震度６弱の地震が
発生。首都直下地震「茨城県南部地震」
被害想定規模の被害が発生する予想（木
造 5500 半壊以上、死者 60 人、負傷
者 740 人、避難者 4900 人、ライフラ
イン一部不能）。

《２　市民の初動》
身の安全の確保。地区集合場所（集会場、公園など）

に避難。

《３　住民自治組織の初動》
初期消火、人命救助活動。地区避難場所での安否確認、

特に要援護者。指定避難所（コミュニティセンター、

小学校）への避難誘導

《４　地域コミュニティ協議会の初動》
住民自治組織の安否確認や人命救助活動。防災委員等

役員は指定避難所に参集して避難所の設置・運営開始。

《５　学校の初動》
学校は登校日であり、学校で避難行動を実施。その後、

避難所設置協力および避難生活。

《６　市災害対策本部の初動》
災害対策本部を設置して、速やかに応急対策活動実施。

速やかな避難所班を指定避難所に派遣。

《７　消防署・消防団の初動》
全力を持って速やかに消火。救援活動開始

地区活動拠点（コミュニティセンター中心）

市災害対策本部

県庁

自主防災組織（町内会）
一時避難場所（公園、公民館など）
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◦
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協
議
会
は
、
各
自

主
防
災
組
織
（
住
民
自
治
組
織
）
の
安
否

確
認
状
況
の
把
握
、
避
難
所
を
開
設
運
営
。

◦
小
学
校
は
、
身
の
安
全
を
守
る
避
難
行

動
、
保
護
者
へ
の
引
渡
し
。
そ
の
後
、
避

難
所
設
置
な
ど
の
補
助
。

関
係
防
災
機
関
・
防
災
協
定
企
業
な

ど
の
地
域
防
災
訓
練
へ
の
参
加

　

平
成
26
年
度
の
地
区
防
災
訓
練
に
は
、

消
防
署
の
ほ
か
、
警
察
署
、
日
本
赤
十
字
社
、

社
会
福
祉
協
議
会
の
参
加
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
27
年
６
月
の
長
戸
地
区
土
砂

災
害
防
災
訓
練
に
は
、
防
災
協
定
締
結
事

業
所
の
大
和
ハ
ウ
ス
工
業
㈱
竜
个
崎
工
場

の
訓
練
参
加
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
の
よ
う

に
、
地
区
防
災
訓
練
に
防
災
関
係
機
関
や

地
域
内
の
事
業
所
が
訓
練
に
参
加
す
る
こ

と
で
重
層
的
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
視
点
か
ら

の
訓
練
効
果
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

今
後
、
市
で
は
市
民
の
皆
さ
ん
が
主
体

的
に
実
施
す
る
地
区
防
災
訓
練
な
ど
を
積

極
的
に
支
援
・
助
言
し
地
域
防
災
力
の
向

上
を
図
っ
て
い
く
方
針
で
す
。
本
年
度
は
、

市
内
ほ
と
ん
ど
の
地
区
で
児
童
を
含
む
地

区
と
小
学
校
が
一
体
と
な
っ
た
防
災
訓
練

を
行
う
予
定
で
あ
り
、
こ
の
訓
練
に
防
災

関
係
機
関
や
地
区
内
に
所
在
す
る
防
災
協

定
締
結
事
業
所
の
地
域
防
災
訓
練
へ
の
参

加
を
依
頼
し
て
い
き
ま
す
。

防
災
士
・
消
防
団
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
の
発
揮

　

こ
れ
ま
で
地
区
防
災
訓
練
に
お
い
て
は
、

訓
練
企
画
は
地
区
の
役
員
の
皆
さ
ん
な
ど

が
計
画
立
案
し
、
訓
練
指
導
は
、
主
に
消

防
職
員
な
ど
が
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、
平

成
26
年
度
に
実
施
し
た
川
原
代
地
区
防
災

訓
練
に
お
い
て
は
、
防
災
士
の
指
導
の
も

と
で
訓
練
が
行
わ
れ
、
さ
ら
に
今
年
６
月

に
は
、
防
災
士
の
訓
練
指
導
能
力
の
向
上

を
目
指
す
訓
練
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
平
成
27
年
度
か
ら
、
地
区
防
災

訓
練
に
お
い
て
消
防
団
員
が
訓
練
指
導
す

る
体
制
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
消
防
団
員
や
防
災
士
の
皆

さ
ん
が
、
平
常
時
、
訓
練
企
画
や
訓
練
指

導
で
き
る
体
制
を
確
立
し
、
災
害
発
生

今
後
の
地
域
防
災
力
強
化

　

に
向
け
た
取
り
組
み

①住民の一時避難。近傍の地区
避難場所へ避難（安否確認など）

④住民による避難所設置・
運営

⑦近傍の住民による負傷者
の救助

②自主防災組織（住民自治組
織）ごと指定避難所へ移動

⑤児童の避難所設置手伝い

⑧災害対策本部の MCA 無
線機による状況把握

③指定避難所の小学校へ避
難

⑥コミュニティセンターに
福祉避難所を設置

⑨災害対策本部の指揮所活
動

図５　地区合同防災訓練のイメージ（龍ケ崎コミュニティ協議会等合同防災訓練）

衛星電話通信
訓練▶

▲平成 27 年６月 25 日付　茨城新聞掲載

◀ 大 和 ハ ウ
ス 工 業 ㈱
竜 ヶ 崎 工 場
の 家 屋 資 材
提供
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時
に
地
域
防
災
力
の
中
心
と
し
て
自
信
を

も
っ
て
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る

体
制
の
確
立
を
目
指
し
ま
す
。

自
助
の
推
進

　

地
域
防
災
力
は
市
民
一
人
一
人
の
力
の

結
集
で
す
。
地
域
防
災
力
を
発
揮
す
る
た

め
に
は
、
何
と
言
っ
て
も
一
人
一
人
が
ま

ず
、
被
災
者
に
な
ら
な
い
こ
と
で
す
。

　

平
成
26
年
度
に
実
施
し
た
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
市
政
モ
ニ
タ
ー
お
よ
び
市
メ
ー
ル

配
信
シ
ス
テ
ム
な
ど
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
（
回
答
：
３
３
０
人
）
の
結
果
を
み

る
と
、
自
助
の
対
策
が
十
分
に
行
わ
れ
て

い
る
と
は
い
え
な
い
状
況
で
す
。（
図
６
）

　

今
後
、
出
前
講
座
や
地
区
防
災
訓
練
な

ど
直
接
市
民
の
皆
さ
ん
と
相
対
す
る
場
な

ど
に
お
い
て
は
、
自
助
活
動
の
啓
発
を
行
っ

て
い
き
ま
す
。
そ
の
際
、
全
戸
配
布
し
て

い
る
「
防
災
の
手
引
き
」
の
活
用
方
法
な

ど
に
つ
い
て
説
明
し
て
い
き
ま
す
。

地
区
防
災
計
画
の
策
定

　

災
害
対
策
基
本
法
の
改
正
に
よ
り
、
地

区
の
防
災
活
動
の
促
進
を
目
的
に
、
一
定

の
地
区
の
住
民
や
事
業
者
（
以
下
「
地
区

居
住
者
等
」）
に
よ
る
自
発
的
な
活
動
に
関

す
る
「
地
区
防
災
計
画
制
度
」
が
創
設
さ

れ
ま
し
た
。

　

ま
た
市
町
村
の
「
地
域
防
災
計
画
」
の

中
に
、
新
た
に
地
区
居
住
者
な
ど
が
主
体

的
に
作
成
す
る
「
地
区
防
災
計
画
」
を
登

載
す
る
こ
と
も
可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図

７
）。

　

地
区
防
災
計
画
は
、
地
区
居
住
者
等
に

よ
る
自
発
的
な
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
の
防
災
活

動
に
関
す
る
計
画
で
す
。「
地
区
防
災
計
画
」

の
作
成
は
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
（
注
）

に
よ
り
地
域
防
災
力
の
特
段
の
向
上
が
図

れ
ま
す
。

　

市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
、
軽
易
に

計
画
が
策
定
で
き
る
よ
う
に
「
地
区
防
災

計
画
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
作
成
し
ま
し
た
。

市
は
、
計
画
作
成
に
あ
た
り
早
い
段
階
か

ら
地
区
の
皆
さ
ん
に
解
説
や
ア
ド
バ
イ
ス

を
行
い
積
極
的
に
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

　

首
都
直
下
地
震
が
30
年
以
内
に
70
％
の

確
率
で
発
生
す
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
大
地
震
が
発
生
し
た
と
き
、
そ

の
初
動
に
お
い
て
地
域
防
災
力
が
最
も
重

要
と
な
り
ま
す
。

　

市
の
最
上
位
計
画
「
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎
戦

略
プ
ラ
ン
」
で
は
、
重
点
戦
略
「
安
心
と
住

み
よ
さ
が
実
感
で
き
る
生
活
環
境
づ
く
り
」

に
お
い
て
、「
総
合
的
な
防
災
体
制
の
強
化
」

や
「
地
域
に
お
け
る
防
災
体
制
の
強
化
」
な

ど
に
よ
り
、
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
に
取

り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
「
平
成
26
年
度
版
防
災
白
書
」
で
は
、

地
域
の
生
命
・
財
産
な
ど
大
事
な
も
の
を

守
る
地
域
防
災
力
は
、
ま
ち
づ
く
り
そ
の

も
の
で
あ
り
、「
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活

性
化
と
地
域
防
災
力
は
表
裏
一
体
の
関
係

に
あ
る
」
と
し
て
い
ま
す
。
地
域
防
災
力

の
向
上
は
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性

化
を
通
し
て
、
地
区
の
実
情
に
応
じ
た
き

め
細
か
い
ま
ち
づ
く
り
に
も
寄
与
す
る
可

能
性
が
あ
る
と
述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

昨
今
、
人
間
関
係
の
希
薄
化
、
少
子
高

齢
化
な
ど
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
弱
体
化

が
危
惧
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
市
で
は
地
域

防
災
力
の
向
上
も
含
め
、
子
ど
も
た
ち
が

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
に
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

今
回
は
、
地
域
防
災
力
向
上
の
取
り
組

み
の
一
端
を
述
べ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
が
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
さ
ま
ざ
ま
な
視

点
か
ら
の
ご
意
見
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
。

む
す
び
に

注
：
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
と
は
、
Ｐ
（P

lan

）
＝
災
害
対
応
の
た
め
の
基
盤
づ
く
り
、
Ｄ
（D

o

）
＝
訓
練
を
実
施
し
て
機
能
を
発
揮
で
き
る
か
ど
う
か
試
す
、
Ｃ
（C

heck

）
＝
訓
練
結
果
を
評
価
・
検
証
し
、
課

題
を
明
ら
か
に
し
て
改
善
策
を
検
討
、
Ａ
（A

ction

）
＝
改
善
計
画
を
着
実
に
実
行
す
る
こ
と
。

質問 回答

１ ご自宅は耐震または免震の建物ですか？ わからない 29.7％

２ ご自宅は家具類の転倒防止策を行っていますか？ 実施してない
または不明 33.3％

３ ご自宅に消火器はありますか？ ない 50.9％
４ ご自宅に水・食料を備蓄していますか？ 備蓄なし 18.2％

５ 通電火災対応を行っていますか？ 何も行って
いない 45.2％

６ 全戸配布の防災の手引きを活用しているか？ している 10.0％

▲消防団員への訓練指導法訓練

図６　大地震に対してどのように備えていますか（アンケート調査）

図７　地区防災計画

　地域コミュニティにおける防災活動の促進を目的に、市町村の一定の地区の住民や事
業所による自発的な活動に関する「地区防災計画」。これを法的に位置づけた「地区防
災計画制度」が平成 25 年６月の災害対策基本法の改正で創設され、平成 26 年４月施行。

●防災に係る計画と作成主体

●地区防災計画の特徴●地区防災計画制度の全体イメージ

従
前

新
規

２　地区防災計画

防災計画・・・・・中央防災会議

防災業務計画・・・指定行政機関　指定公共機関

地域防災計画・・・都道府県・市町村防災会議

地区防災計画・・・市町村の居住者・事業者

地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画

地区の特性に応じた計画

継続的に地域防災力を向上させる計画地区居住者等

国

都道府県

市町村



９月１日「龍ケ崎市まちづくり基本条例」が施行します

　龍ケ崎市を暮らしやすい、より良いまちにするために市民の皆さんの主体的なまちづくりへの取り組みを応援し、市民、
議会および執行機関が連携・協力してまちづくりを進めていくための基本的な考え方やルールを定める「龍ケ崎市まちづ
くり基本条例」が９月１日に施行します。
　市では、この条例の制定をスタートラインとして、「龍ケ崎市に住んで良かった、これからも住み続けたい」と心から思
えるまちづくりを進めていきたいと考えています。

Ⓠ なぜ、まちづくり基本条例は必要なの？

Ⓐ「協働によるまちづくり」を進めるためです。

　少子高齢化、人口減少が進み、ライフスタイルがますます多様化する中、防犯・防災、子育て
支援や高齢者の見守りなど、さまざまな分野で行政サービスへの市民ニーズが高まっています。
公共サービスを維持し、持続可能なものとしていくには、市民・議会・執行機関がそれぞれの役
割を明らかにし、これまで以上に連携、協力してまちづくりを進めていくことが重要です。

Ⓠ まちづくりへは必ず参加するの？

Ⓐ まずはまちづくりに関心を持つことが大切です。

　市民の皆さんは、まちづくりの主体です。地域などで行われるまちづくりにまず関心を持ち、
可能な範囲で関わることが大切であると考えています。なお、参加は自主的に行われるべきもの
であり、参加しないことで不利益な扱いを受けることはありません。

市民市民市民市民市民市民市民市民市民市民市民市民

議会議会議会議会議会議会

執行機関執行機関執行機関執行機関執行機関執行機関

地域コミュニティ
■ 地域コミュニティは、地域に関わる

多様な主体と連携および協力を図
り、さまざまな分野にわたる特色
ある活動を通じて、地域の課題を
自分たちで解決し、安心で安全な
住みよい地域社会づくりに努めま
す。

※「地域コミュニティ」とは、一定の
地域を基盤とした住民の組織また
は住民同士のつながりであり、住
民相互の信頼および連帯により、
当該地域に関わるさまざまな活動
を自主的および自立的に行う組織
および集団をいいます（区、自治会、
町内会などの住民自治組織など）。

■ 市民は、政策形成過程、実施および
評価の各段階において、その場に参
加したり、さまざまな方法で市政に
対する自らの意見の表明や提案を行
うことができます。

■ 市民は、まちづくりの主体として、
市政に関するさまざまな情報を知る
ことができます。

■ 市民は、まちづくりの主体として、

自主的にまちづくりへの参加に努め
ます。

■ 市民は、地域コミュニティの担い手
として活動を支え、自らの意思で活
動への参加や協力に努めます。

■ 議会は、市政上の重要な意思を決定するとともに、執行機関
のチェックを行い、市民の意思が市政に反映されるよう努
めます。

■ 議会は、より積極的な情報提供を行い、市民と議会が情報を
共有することで、議会に対する市民の関心を高め、開かれ
た議会運営に努めます。

■ 議員は、住民の意見を積極的に把握し、市政に反映させるよ
う努めます。

■ 市長は、市民福祉の向上のため、公正かつ誠実に市政運営を行い
ます。また、市政運営に当たっては、市民の意見を十分に反映
させます。

■ 執行機関は、所掌事務を自らの判断と責任において、公正かつ誠
実に処理します。また、執行機関相互の連携および協力を図り
ながら、市民の参加および協働を基本とした市政運営を推進し
ます。

■ 職員は、市民の信頼に応え、公正かつ誠実に職務を遂行します。
また、積極的に知識の習得および能力の向上に努めます。

（市長、教育委員会、選挙管理
委員会、公平委員会、監査委員、
農業委員会、固定資産評価審
査委員会）

市民とは…
　龍ケ崎市内に住所のある方（住民）のほか、
市外からの通勤・通学者、市内に事業所のあ
る事業活動を行う方、市内で公益活動を行う
方などをいいます。

　龍ケ崎市まちづくり基本条例の内容やポイントなどについて、イラスト入りで紹介した「リーフレット」を作成しま
した。リーフレットは、市役所本庁舎３階企画課、各コミュニティセンターなどの公共施設で配布しています。

●まちづくり基本条例に関するＱ＆Ａ

●協働によるまちづくりのしくみ


